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３ アンケート調査の実施 

（１）アンケート調査の実施目的 

IT 業界は、労働時間が全産業平均から見て高水準にあり、対策が求められている。

IT業界全体が今後とも健全に発展するためには、労働環境の改善など働きやすい職場

環境を目指す必要がある。 

本調査は、重層的な取引構造におけるプロジェクトチームの状況を把握し、労働時

間や休暇取得との関係を究明することにより、長時間労働の抑制と年次有給休暇取得

の促進に資する方策を明らかにすることを目的に実施した。 

これらの成果は、今後の企業の取り組みに役立つ形に整理し、「働き方・休み方改

善ハンドブック」の改訂版や Webサイトに掲載した。 

 

（２）実施概要 

実施期間：平成 29年 12月 11日～12月 26日 

調査対象：一般社団法人熊本県情報サービス産業協会   会員企業 

一般社団法人組込みシステム技術協会     会員企業 

一般社団法人コンピュータソフトウェア協会  会員企業 

一般社団法人北海道 IT推進協会        会員企業 

一般社団法人情報サービス産業協会      会員企業 

一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会 会員企業 

調査方法：各企業に郵送で依頼状を送付し、各企業が回答者として最大 3名選

定したプロジェクトマネジャーがアンケートサイトにて回答 

発送数 ：1,566 件 

有効回答数（回答率）：231件（14.8％） 

 

（３）調査内容 

①担当したプロジェクトの概要 

分野、期間、立場、大元の発注者の業種、新規／継続、、担当フェーズ、契約形

態、対価決定方式、発注者の担当者の職位、外注比率、客先常駐割合、工数（予

定、実績）、プロジェクトマネジメントの評価、労働時間（平均、最長）、残業

時間（所定外労働時間）が 80 時間を超えた回数、裁量労働制の適用者の割合、

PM 自身の労働時間の配分、担当プロジェクトの本数、メンバーの状況（休日

出勤、有給休暇取得、労働時間の把握・管理方法） 

②プロジェクトマネジメントの状況 

契約交渉の状況、契約や提案の内容と長時間労働との関係、プロジェクト遂行

時の状況と労働時間の関係 

③経営体制 
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経営方針、PMO やステアリングコミッティの状況、組織風土 

④会社の概要 

業種、事業タイプ、正社員数、創業年、労働組合の有無、自社の強み、社長の

経歴と年齢、所定労働時間（1 日、1 週間） 

⑤回答者プロフィール 

年齢、勤続年数、職位、経験年数（IT エンジニア、プロジェクトマネージャ） 

 

調査項目は、「資料１アンケート調査票」を参照のこと。 

 

調査結果は、「資料２アンケート調査結果」を参照のこと。 
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資料１ アンケート調査票 
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資料２ アンケート調査結果概要 

１．調査の実施概要 

調査は受託者が、一般社団法人熊本県情報サービス産業協会（KISIA）、一

般社団法人組込みシステム技術協会（JASA）、一般社団法人コンピュータソ

フトウェア協会（CSAJ）、一般社団法人北海道 IT 推進協会（HICTA）、一般

社団法人日本情報システム・ユーザー協会（JUAS）の協力を得て、傘下の

企業に郵送で依頼状を送付し、各企業が回答者として最大 3 名選定したプロ

ジェクトマネジャーがアンケートサイトにて回答する方法で行った。 

調査時期は、平成 29 年 12 月 11 日～12 月 26 日である。配布総数は 1,566

通であり、回収された調査票は 231 通（回答率 14.8％）である。 

調査内容は大きく①担当したプロジェクトの概要②プロジェクトマネジ

メントの状況③経営体制④会社の概要⑤回答者プロフィールの 5 分野に分か

れる。 

 

２．調査結果 

（１）回答者のプロフィール～個人属性とキャリア特性 

 回答者のプロフィールを①個人属性とキャリア特性と②勤務先特性の２つ

の視点から確認する。まず個人属性については、回答者の平均年齢は 43.6

歳で、その分布は 40 代が 4 割以上（45.9％）を占めている（図表 1）。 

 つぎにキャリア特性について、現在の勤務先の勤続年数は平均 17.4 年、IT

エンジニアの経験年数は平均 16.8 年、プロジェクトマネージャの経験年数は

平均 7.5 年である。分布をみると、勤務先の勤続年数は「11 年～16 年未満」

（22.9％）が最も多く、「16 年～21 年未満」（18.6％）がこれに続いている。

IT エンジニアの経験年数は「16 年以上」（55.4％）が半数以上を占めて最も

多く、これに「11～16 年未満」（19.9％）がついでいる。プロジェクトマネ

ージャの経験年数は「6 年～11 年未満」（29.0％）が最も多く、これに「4～

6 年未満」（18.6％）、「4 年未満」（18.2％）が 2 割弱で続いている。 

 職位は「課長クラス」（44.6％）が最も多く、「部長クラス」（31.2％）がこ

れに続いている。 
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図表 1．個人属性とキャリア特性 

 

 

（２）勤務先特性 

 図表 2 はプロジェクトマネージャの勤務先の特性を①会社概要、②社長特

性、③労働組合の有無の 3 つの視点から整理したものである。まず会社概要

を確認すると、勤務先の主な業種は「独立系の情報サービス事業者」（66.2％）

が 2/3 を占めている。情報サービス関連事業者（「コンピュータメーカーまた

はその情報子会社」「ユーザー企業の情報子会社」「独立系の情報サービス事

業者」）に勤めている回答者 207 人の勤務先の事業タイプは「受託型」（86.0％）

が典型である。正社員は「100～299 人」（28.6％）が最も多く、これに「500

～999 人」（16.9％）が続いている。この結果を加重平均（算出方法は同図表

の注を参照のこと）した勤務先の正社員数は平均 722.9 人である。創業年は

「1970 年代」（27.7％）と「1960 年代以前」（26.0％）が最も多く、「1980

年代」（22.1％）がこれについでいる。この結果を加重平均（算出方法は同図

表の注を参照のこと）した創業年は平均 1981 年である。 

図表１．個人属性とキャリア特性

構成比
（単位：％）

231

43.62
20代 0.4
30代 26.4
40代 45.9
50代 26.0
無回答 1.3

17.37
6年未満 10.0
6 ～11年未満 14.3
11～16年未満 22.9
16～21年未満 18.6
21～26年未満 12.1
26～31年未満 14.3
31年以上 7.4
無回答 0.4

16.77
6年未満 0.9
6 ～11年未満 13.9
11～16年未満 19.9
16年以上 55.4
無回答 10.0

7.48
4年未満 18.2
4～6年未満 18.6
6 ～11年未満 29.0
11～16年未満 16.5
16年以上 7.8
無回答 10.0

31.2

44.6

17.7

5.2

1.3

-

その他

無回答

分布

部長クラス

課長クラス

主任・係長クラス

一般社員

プロジェクト
マネージャ

職位

キャリア特性

個人属性

件　数

年齢

現在の勤務先
での勤続年数

ITエンジニア

平  均（歳）

分布

平  均（年）

分布

平  均（年）

分布

平  均（年）
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 つぎに社長特性をみると、経歴は「社内からの昇進」（29.4％）と「親会社・

取引先等からの派遣」（22.5％）が、年齢は「50 代後半」（33.3％）と「60

代前半」（26.8％）が多い。社長の年齢を加重平均（算出方法は同図表の注を

参照のこと）した平均年齢は 57.5 歳である。 

 勤務先に労働組合が「ある」と回答した割合は約 3 割（29.4％）である。 

 

図表 2．会社概要 

 

構成比
（単位：％）

231

11.7

11.7

66.2

受託型(注1） (86.0)

組込み型(注1） (9.7)

プロダクト型(注1） (4.3)
無回答 -

10.4
無回答 -
1 ～9 人 0.9
10～29人 7.4
30～49人 4.3
50～99人 10.4
100 ～299 人 28.6
300 ～499 人 13.0
500 ～999 人 16.9
1000～2999人 13.4
3000人以上 5.2
無回答 -

加重平均（人）(注2） 722.94
1960年代以前 26.0
1970年代 27.7
1980年代 22.1
1990年代 12.6
2000年代 8.2
2010年以降 3.5
無回答 -

加重平均（年）(注3） 1980.97
創業者 14.7
創業者の親族 15.2
創業時のメンバー 3.9
社内からの昇進 29.4
社外からの招聘 12.1
親会社・取引先等からの派遣 22.5
その他 2.2
無回答 -
24歳以下 -
25～29歳 0.4
30～34歳 -
35～39歳 1.3
40～44歳 3.0
45～49歳 7.8
50～54歳 12.6
55～59歳 33.3
60～64歳 28.1
65歳以上 13.4
無回答 -

加重平均（歳）(注4） 57.50
ある 29.4
ない 70.6
無回答 -

件　数

会社概要

社長特性

労働組合の有無

経歴

コンピュータメーカーまたはその情報子会社

ユーザー企業の情報子会社

独立系の情報サービス事業者

年齢

正社員数

創業年

業種と
事業タイプ

上記以外の業種
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（注 1）（  ）内の値は業種の「コンピュータメーカーまたはその情報子会社」「ユーザー企業の情

報子会社」「独立系の情報サービス事業者」の回答者（N=207）を「100」とし場合の構成比。 
（注 2）正社員の「加重平均（人）」の算出方法は次の通り。「1～9 人」を「5」、「10～29 人」を「20」、

「30～49 人」を「40」、「50～99 人」を「75」、「100～299 人」を「200」、「300～499 人」を

「400」、「500～999 人」を「750」、「1000～2999 人」を「2000」、「3000 人以上」を「4000」
とし、その総和を有効回答数（N=231）で除した。 

（注 3）創業年の「加重平均（年）」の算出方法は次の通り。「1960 年代以前」を「1965」、「1970 年

代」を「1975」、「1980 年代」を「1985」、「1990 年代」を「1995」、「2000 年代」を「2005」、
「2010 年以降」を「2015」とし、その総和を有効回答数（N=231）で除した。 

（注 4）社長の年齢の「加重平均（歳）」の算出方法は次の通り。「24 歳以下」を「22」、「25～29 歳」

を「27」、「30～34 歳」を「32」、「35～39 歳」を「37」、「40～44 歳」を「42」、「45～49 歳」

を「47」、「50～54 歳」を「52」、「55～59 歳」を「57」、「60～64 歳」を「62」、「65 歳以上」

を「67」とし、その総和を有効回答数（N=231）で除した。 

 

（３）経営体制 

 勤務先の経営体制について、①競合他社に比べた自社の競争力、②経営方

針、③組織風土、④プロジェクトマネジメントオフィスとステアリングコミ

ッティの設置状況等の 4 つの点を確認する。 

 

①競合他社と比べた自社の競争力 

 競合他社と比べた自社の競争力について「高い」と「どちらかというと高

い」の合計比率に注目すると（図表 3）、「顧客ニーズへの対応力」（合計比率

87.9％）が最も多く、「技術力・システム開発力」（同 71.0％）がついでいる。

これに対して「交渉力・営業力」（同 33.8％）、「企画・提案力」（同 32.5％）、

「商品力」（同 31.6％）は 3 割強にとどまっており、これら競争力は競合他

社に比べて低いと回答者は考えている。 

 

図表 3．競合他社と比べた自社の競争力 

 

 

 こうした結果を得点化した指数（算出方法は図表 4 の注を参照）をもとに

取引構造のポジション別に確認すると、勤務先の取引構造のポジションの違

（単位：％）
件
　
数

高
い

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

高
い

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

低
い

低
い

無
回
答

技術力・システム開発力 231 13.4 57.6 26.0 3.0 -

企画・提案力 231 3.5 29.0 60.2 7.4 -

交渉力・営業力 231 4.8 29.0 55.0 11.3 -

商品力 231 2.2 29.4 47.6 20.8 -

顧客ニーズへの対応力 231 25.1 62.8 11.3 0.9 -
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いによる自社の競争力に注目すべき差はみられない。 

 

図表 4．競合他社と比べた自社の競争力（クロス分析・指数） 

 
（注）指数：「高い」4 点、「どちらかというと高い」3 点、「どちらかというと低い」2 点、「低い」1

点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）で除した。 

 

②経営方針 

 経営方針について、長時間労働の発生に関連する 3 つの方針―-①「受注の

基本方針」（Ａタイプ：費用対効果が悪い仕事でも受注することがある、Ｂタ

イプ：費用対効果が悪い仕事は原則として受注しない）、②「対価受取方針」

（Ａタイプ：人月・工数をベースとした対価を受け取る受注に軸足を置いて

いる、Ｂタイプ：サービス・プロダクトの価値を対価として受け取る受注に

軸足を置いている）、③「業務推進方針」（Ａタイプ：働き方改革の推進より

も、売上・利益の追求に力を入れている、Ｂタイプ：売上・利益の追求より

も、働き方改革の推進に力を入れている）――について確認している。 

 図表 5 のＡタイプの合計比率（「Ａタイプに近い」＋「どちらかといえば

Ａタイプに近い」）とＢタイプの合計比率（「Ｂタイプに近い」＋「どちらか

といえばＢタイプに近い」）に注目すると、対価受取方針でＡタイプ（「人月・

工数をベースとした対価を受け取る受注に軸足を置いている」）の合計比率

（85.7％）が 9 割近い水準にあり、勤務先の方針がはっきりしている。受注

の基本方針ではＡタイプの「費用対効果が悪い仕事でも受注することがある」

の合計比率が 6 割（59.3％）、業務推進方針ではＡタイプの「働き方改革の

推進よりも、売上・利益の追求に力を入れている」の合計比率が 6 割弱（56.7％）

の水準にある。 

 

  

件
　
数

技
術
力
・
シ
ス
テ
ム
開
発
力

企
画
・
提
案
力

交
渉
力
・
営
業
力

商
品
力

顧
客
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
力

231 2.81 2.29 2.27 2.13 3.12

元請 140 2.81 2.30 2.21 2.18 3.14

下請 91 2.81 2.26 2.36 2.05 3.09

全  体

取引構造の
ポジション
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図表 5．経営方針 

 
 

 こうした結果を得点化した指数（算出方法は図表 6 の注を参照）をもとに

取引構造のポジション別に確認すると、勤務先の取引構造のポジションの違

いによる経営方針に注目すべき差はみられない。 

 

図表 6．経営方針（クロス分析・指数） 

 
（注）指数：「Ａタイプに近い」1 点、「どちらかというとＡタイプに近い」2 点、「どちらかというと

Ｂタイプに近い」3 点、「Ｂタイプに近い」4 点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）

で除した。指数の値が大きいほどＢタイプに近いことを示す。 

 

③組織風土 

 組織風土について、長時間労働対策に関連する 5 つの施策―-①「仕事の進

め方に関して、個々人に裁量が与えられる」、②「フレキシブルな働き方が許

される」、③「部下と上司の上下関係の風通しが良い」、④「社員同士、お互

いの情報が共有されている」、⑤「社員同士、お互いに助け合う」――を確認

している。 

 図表 7 の「当てはまる」「やや当てはまる」の合計比率に注目すると、同

比率が高い方針は「仕事の進め方に関して、個々人に裁量が与えられる」（同

87.9％）、「部下と上司の上下関係の風通しが良い」（同 85.3％）、「社員同士、

お互いに助け合う」（同 79.6％）、「社員同士、お互いの情報が共有されてい

る」（同 72.8％）の 4 施策であり、プロジェクトマネージャはこれら施策が

勤務先で浸透していると考えている。これに対し、「フレキシブルな働き方が

許される」は 5 割強（55.8％）の水準にある。 

（単位：％）

件
　
数

A
タ
イ
プ
に
近
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

A
タ
イ
プ
に
近
い

ど
ち
ら
か
と
い
え
ば

B
タ
イ
プ
に
近
い

B
タ
イ
プ
に
近
い

無
回
答

受注の基本方針（Ａ：低効果でも受注、Ｂ：低効果非受注） 231 16.0 43.3 29.9 10.8 -

対価受取方針（Ａ：人月・工数、Ｂ：サービスプロダクト価値） 231 48.5 37.2 12.1 2.2 -

業務推進方針（Ａ：売上・利益追求優先／Ｂ：働き方改革推進優先） 231 12.1 44.6 37.2 6.1 -

件
　
数

受
注
の
基
本
方
針

対
価
受
取
方
針

業
務
推
進
方
針

231 2.35 1.68 2.37

元請 140 2.28 1.68 2.29

下請 91 2.47 1.68 2.49

全  体

取引構造の
ポジション
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図表 7．組織風土 

 
 

 こうした結果を得点化した指数（算出方法は図表 8 の注を参照）をもとに

取引構造のポジション別に確認すると、勤務先の取引構造のポジションの違

いによる経営方針に注目すべき差はみられない。 

 

図表 8．組織風土（クロス分析・指数） 

 
（注）指数：「当てはまる」4 点、「やや当てはまる」3 点、「あまり当てはまらない」2 点、「当てはま

らない」1 点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）で除した。 

 

④プロジェクトマネジメントオフィスとステアリングコミッティの設置状況

等 

 プロジェクトを計画的に遂行するために、各プロジェクトの品質、納期、

コスト、労務などの状況をチェック・支援するために常設されている組織「プ

ロジェクトマネジメントオフィス」（以下「ＰＭＯ」）やプロジェクトマネー

ジャでは判断できないようなプロジェクトの重要な意思決定や利害調整等を

行うために、利害関係者の代表で構成された組織「ステアリングコミッティ」

を社内に設置する企業が増えている。 

 これら組織の設置状況を整理した図表 9 をみると、調査対象となったプロ

（単位：％）
件
　
数

当
て
は
ま
る

や
や
当
て
は
ま
る

あ
ま
り
当
て
は
ま
ら
な
い

当
て
は
ま
ら
な
い

無
回
答

仕事の進め方に関して、個々人に裁量が与えられる 231 31.6 56.3 10.4 1.7 -
フレキシブルな働き方が許される 231 17.3 38.5 29.9 14.3 -
部下と上司の上下関係の風通しが良い 231 29.0 56.3 12.1 2.6 -
社員同士、お互いの情報が共有されている 231 16.5 56.3 25.5 1.7 -
社員同士、お互いに助け合う 231 22.5 57.1 17.3 3.0 -

件
　
数

仕
事
の
進
め
方
に
関
し
て

、

個
々
人
に
裁
量
が
与
え
ら
れ

る フ
レ
キ
シ
ブ
ル
な
働
き
方
が

許
さ
れ
る

部
下
と
上
司
の
上
下
関
係
の

風
通
し
が
良
い

社
員
同
士

、
お
互
い
の
情
報

が
共
有
さ
れ
て
い
る

社
員
同
士

、
お
互
い
に
助
け

合
う

231 3.18 2.59 3.12 2.87 2.99

元請 140 3.18 2.62 3.04 2.88 2.93

下請 91 3.18 2.54 3.23 2.87 3.09

全  体

取引構造の
ポジション
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ジェクトマネージャの勤務先では、ＰＭＯの設置率は 5 割強（「ある」51.9％）、

ステアリングコミッティの設置率は 1/3 強（同 35.9％）である。またこれら

組織に対するプロジェクトマネージャの評価について、「機能している」「や

や機能している」の合計比率をみるとＰＭＯは 7 割強（同 72.5％）、ステア

リングコミッティは 9 割弱（同 88.0％）の水準にある。プロジェクトマネー

ジャはこれら組織が勤務先で有効に機能していると評価している。 

 

図表 9．ＰＭＯとステアリングコミッティの設置状況と評価 

 
（注）（  ）内の値は「ある」の回答を「100」とし場合の構成比。 

 

 こうした結果を取引構造のポジション別に確認すると（図表 10）、勤務先

の取引構造のポジションによってＰＭＯとステアリングコミッティの設置状

況に違いはみられないものの、機能状況については得点化した指数（算出方

法は同図表の注を参照）をみると、ステアリングコミッティにおける下請の

指数値が高い。 

 

図表 10．ＰＭＯとステアリングコミッティの設置状況と評価（クロス分析） 

 
（注 1）設置状況は「ある」の回答率 
（注 2）機能状況の指数：「当てはまる」4 点、「やや当てはまる」3 点、「あまり当てはまらない」2

点、「当てはまらない」1 点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）で除した。 

（単位：％）

機
能
し
て
い
る

や
や
機
能
し
て
い
る

あ
ま
り
機
能
し
て
い
な
い

機
能
し
て
い
な
い

無
回
答

プロジェクトマネジメントオフィス 231 51.9 (21.7) (50.8) (24.2) (3.3) - 48.1 -

ステアリングコミッティ 231 35.9 (28.9) (59.0) (10.8) (1.2) - 64.1 -

無
回
答

件
　
数

あ
る

な
い

件
　
数

設
置
状
況

（
あ
る

）

有
効
回
答
数

機
能
状
況

（
指
数

）

件
　
数

設
置
状
況

（
あ
る

）

有
効
回
答
数

機
能
状
況

（
指
数

）

231 51.9 120 2.91 231 35.9 83 3.16

元請 140 50.7 71 2.82 140 35.0 49 3.02

下請 91 53.8 49 3.04 91 37.4 34 3.35

プロジェクトマネジメント
オフィス

ステアリングコミッティ

取引構造の
ポジション

全  体
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（４）プロジェクトの概要 

①プロジェクトマネージャが担当したプロジェクトの概要 

 図表 11 はプロジェクトマネージャが担当したプロジェクトの概要を整理

したものである。プロジェクトの分野は「エンタープライズ系」（50.6％）が

半数を占めて最も多く、ついで「デジタルビジネス系」（21.6％）が続いてい

る。 
（注 1）エンタープライズ系：企業の業務システムや情報システム、大規模かつ社会基盤を支える情

報システムを指す 
デジタルビジネス系：AI や IoT など最新の IT を活用して創造されるビジネスモデルを実現す

るシステム指す 
組込み系：特定の機能を実現するために家電製品や機械等に組み込まれるシステムを指す 

 プロジェクト期間は平均 18.5 ヶ月間で、その分布は「1 年以上 2 年未満」

（31.6％）と「半年以上 1 年未満」（30.3％）が中心である。 

 大元の発注者の業種は「製造業（IT 関連サービス提供企業）」（20.8％）が

最も多く、「金融業」（14.7％）、「上記以外の製造業」（14.3％）、「情報サービ

ス業」（13.9％）がこれに続いている。 

 受注タイプは「元請」6 割（60.6％）、「下請」4 割（39.4％）の構成、開

始経緯は 

「新規案件」（51.9％）、「継続案件」（48.1％）とも半数近くの構成である。 

 担当フェーズは「開発」（92.2％）、「設計」（86.1％）が、契約形態は「請

負」（79.2％）が中心である。対価決定方式は「契約時に予め約定する固定価

格」形式が 5 割強（52.4％）を占めて最も置く、「作業量（工数）に応じた

価格」（28.1％）がこれについでいる。 

 プロジェクト遂行中の連絡を普段やり取りをしていた発注側の担当者の主

な職位は「課長クラス」（42.4％）であり、これに「主任・係長クラス」（30.7％）

が続いている。 

 プロジェクト受注額に占める外注費の割合は平均 29.7％、プロジェクトの

総工数に占める客先常駐比率は平均 31.5％である。その構成比は外注費の割

合、客先常駐比率とも「0％」が最も多い。（外注費が 0%の割合：30.3％、

客先常駐比率が 0%の割合：52.4％） 
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図表 11．プロジェクトマネージャが担当したプロジェクトの概要 

 
 

構成比
（単位：％）

231

50.6

21.6

16.0

11.7

-

18.50
半年未満 14.3
半年以上1 年未満 30.3
1 年以上2 年未満 31.6
2 年以上3 年未満 10.8
3 年以上 11.3
無回答 1.7

20.8

14.3

13.9

6.5

6.5

14.7

10.8

12.6

-

60.6

39.4

-

51.9

48.1

-

27.3

86.1

92.2

47.2

-

79.2

17.3

3.5

-

52.4

28.1

18.2

1.3

-

22.9

42.4

30.7

3.0

0.9

-

29.68
0 ％ 30.3
1 ～20％ 16.9
21～40％ 18.2
41～60％ 17.7
61％以上 16.5
無回答 0.4

31.48
0 ％ 52.4
1 ～50％ 18.2
51～99％ 8.2
100 ％ 21.2
無回答 -

平  均（％）

内訳

一般社員

その他

無回答

平  均（％）

内訳

その他

無回答

部長クラス

課長クラス

主任・係長クラス

その他

無回答

契約時に予め約定する固定価格

作業量（工数）に応じた価格

固定価格と作業量に応じた価格の混合型

開発

保守・運用

無回答

請負

準委任

新規案件

継続案件

無回答

企画

設計

総工数に占める
客先常駐比率

契約形態

対価決定方式

件　数

分野

期間

受注タイプ

大元の発注者

エンタープライズ系（SoR ）

デジタルビジネス系（SoE ）

組込み系

その他

無回答

平  均（ヶ月）

内訳

製造業（IT関連サービス提供企業）

開始経緯

担当フェース
（複数回答）

発注側担当者の
職位

受注額に占める
外注費の割合

上記以外の製造業

情報サービス業

通信業

流通業

金融業

官公庁・自治体

その他

無回答

元請

下請

無回答

ズ 
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②投入工数 

 プロジェクトに投入した投入工数の開始予定の工数と実績に投入した工数

を整理した図表 12 をみてもらいたい。開始当初の予定工数は平均 200.6 人

月、派遣社員比率は平均 9.6％、実際に投入した工数は平均 211.4 人月、派

遣社員比率は 10.2％であり、実際に投入した工数に対する開始当初の予定工

数の投入工数実績比は 108.5 である（算出方法は同図表の注を参照のこと）。 

 これら構成比について、総工数では開始当初の予定工数、実際に投入した

工数とも「21～50 人月」（開始当初の予定工数：19.5％、実際に投入した工

数：20.3％）と「201 人月」（同 16.9％、同 18.6％）が 2 割前後をそれぞれ

占めて最も多い。派遣社員比率についても開始当初の予定工数、実際に投入

した工数とも「0％」（同 71.4％、同 69.7％）が 7 割前後の水準にある。投

入工数実績比は「100」が 4 割（40.7％）を占めて最も多く、「100～120 未

満」（21.6％）がこれについでいる。 

 

図表 12．投入工数の状況 

 
（注 1）「派遣社員比率」：｢開始当初に予定（実際に投入）した派遣社員工数｣÷「開始当初に予定(実

際に投入)した工数｣×100。 
（注 2）「投入工数実績比」：｢実際に投入工数｣÷「開始当初に予定した工数｣×100。 

 

 こうした投入工数状況を取引構造のポジション別に確認すると（図表 13）、

下請に比べ元請で開始当初の投入工数、実際の投入工数、およびそれぞれの

派遣社員比率が高いものの、投入工数実績比については元請、下請とも同じ

水準にある。 

 

  

（単位：％） （単位：％）

（a）開始当初の
予定工数

（b）実際の
投入工数

(c)投入工数

実績比(注2)

231 231 231

200.62 211.42 108.47
1 ～5 人月 12.6 11.7 80未満 2.6

6 ～10人月 15.6 14.7 80～100未満 14.3

11～20人月 11.3 11.7 100 40.7
21～50人月 19.5 20.3 100 ～120 未満 21.6

51～100 人月 15.6 13.9 120 ～150 未満 13.0

101 ～200 人月 7.8 8.2 150 ～200 未満 5.2

201 人月以上 16.9 18.6 200 以上 1.7

無回答 0.9 0.9 無回答 0.9

9.64 10.15

0 ％ 71.4 69.7

0 ～20％未満 8.7 8.7

20～40％未満 8.2 9.5
40～60％未満 6.1 6.1

60～80％未満 3.5 4.8

80％以上 1.3 0.4

無回答 0.9 0.9

件　数

平  均

内訳
全体

派遣社員比率
(注1）

件　数

内訳

内訳

平  均（人月）

平  均（％）
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図表 13．投入工数の状況（クロス分析） 

 

 

③プロジェクトマネジメントの計画的な遂行状況 

 プロジェクトマネジメントの計画的な遂行状況について、図表 14 の「遂

行できた」「どちらかというと遂行できた」の合計比率に注目してもらいたい。

品質（合計比率 90.1％）、収益（同 78.4％）、納期（同 90.5％）、顧客満足度

（同 89.6％）、総合的にみた評価（同 88.3％）のいずれの項目とも約 8 割以

上の水準にあり、プロジェクトマネージャは担当したプロジェクトのマネジ

メントを計画的に遂行できたと考えている。 

 

図表 14．プロジェクトの計画的な遂行状況 

 

 

 こうした結果を得点化した指数（算出方法は図表 15 の注を参照）をもと

に取引構造のポジション別に確認すると、勤務先の取引構造のポジションの

違いによる注目すべき傾向がみられないものの、下請に比べ元請の指数の値

がやや高い。 

 

  

(c)投入工数
実績比率

全
　
体

（
人
月

）

派
遣
社
員
比
率

（
％

）

全
　
体

（
人
月

）

派
遣
社
員
比
率

（
％

）

平
 
 

均

（
％

）

231 200.62 9.64 211.42 10.15 108.47

元請 140 268.25 10.91 277.99 11.72 108.38

下請 91 96.58 7.68 109.02 7.72 108.62

（a）開始当初の
予定工数

（b）実際の
投入工数

件
　
数

取引構造の
ポジション

全  体

（単位：％）
件
　
数

遂
行
で
き
た

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

遂
行
で
き
た

ど
ち
ら
か
と
い
う
と

遂
行
で
き
な
か

っ
た

遂
行
で
き
な
か

っ
た

無
回
答

品質 231 45.5 44.6 7.8 2.2 -
収益 231 41.6 36.8 12.1 9.5 -
納期 231 67.1 23.4 7.4 2.2 -
顧客満足度 231 41.1 48.5 9.1 1.3 -
総合的にみた評価 231 37.2 51.1 8.7 3.0 -
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図表 15．プロジェクトの計画的な遂行状況（クロス分析・指数） 

 
（注）指数：「遂行できた」4 点、「どちらかというと遂行できた」3 点、「どちらかというと遂行でき

なかった」2 点、「遂行できなかった」1 点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）で除

した。 

 

（５）労働時間管理体制とプロジェクト遂行中の勤務状況 

①労働時間管理体制 

 図表 16 は勤務先の労働時間管理体制を整理したものである。勤務先が定

めている所定労働時間は 1 日平均 462.8 分（約 7 時間 42 分）、1 週間は平均

2265.8 分（約 37 時間 45 分）である。その構成比は 1 日の所定労働時間は

「7 時間 30 分～8 時間以下」（68.4％）が、1 週間の所定労働時間は「40 時

間」（43.7％）が最も多い。 

 プロジェクトチーム（プロジェクトマネージャとプロジェクトメンバー）

の主な労働時間管理方法（※設問では「タイムカードなどの利用」「パソコン

のログイン・ログオフ」「自己申告」「その他」から一つだけ選択することと

していた。）は「自己申告」が 4 割強（41.1％）で最も多く、「タイムカード

などの利用」（29.0％）がこれについでいる。プロジェクトチームにおける裁

量労働制の適用者の割合は「0 割」が半数（51.1％）を占め、これに「0 割

超～2 割」（23.4％）が続いている。こうした結果を加重平均した裁量労働制

適用者の割合は約 2 割（1.98）になる（算出方法は同図表の注を参照のこと）。 

 

  

件
　
数

品
質

収
益

納
期

顧
客
満
足
度

総
合
的
に
み
た
評
価

231 3.33 3.10 3.55 3.29 3.23

元請 140 3.43 3.17 3.59 3.40 3.29

下請 91 3.19 3.00 3.49 3.13 3.13

全  体

取引構造の
ポジション
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図表 16．労働時間管理体制 

 

（注）裁量労働制適用者の割合の加重平均の算出方法はつぎの通り。「0 割」を 0 点、「0 割超～2 割」

を 1 点、「2 割超～4 割」を 3 点、「4 割超～6 割」を 5 点、「6 割超～8 割」を 7 点、「8 割超～

10 割未満」を 9 点、「10 割」を 10 点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）で除した。 
 

②プロジェクトマネージャの勤務状況 

 プロジェクト遂行中のプロジェクトマネージャの勤務状況を整理した図表

17 をみると、労働時間の構成比は「顧客対応」3 割弱（26.4％）、「プロジェ

クト管理」3 割強（31.2％）、「開発業務」と「社内業務」がそれぞれ 2 割弱

（同 18.7％、同 16.3％）となっている。プロジェクトマネジメントしていた

時の担当しているプロジェクト以外にマネジメントしていたプロジェクトの

本数（プロジェクト兼務本数）は平均 2.1 本で、その構成比は「0 本」（担当

しているプロジェクトのみ）が 4 割弱（37.2％）で、残りの 6 割弱が兼務し

ており、その中では「1～2 本」（30.3％）が最も多く、「3～5 本」（25.1％）

がこれに続いている。 

 

  

構成比
（単位：％）

231

462.79
7 時間以下 -
7 時間～7 時間30分以下 30.7
7 時間30分～8 時間以下 68.4
無回答 0.9

2265.84
37時間29分以下 0.9
37時間30分～38時間44分 31.6
38時間45分～39時間59分 20.8
40時間 43.7
無回答 3.0

29.0

14.7

41.1

15.2

-

51.1

23.4

5.6

3.9

5.6

4.8

5.6

-

1.98

6 割超～8 割

8 割超～10割未満

10割

無回答

加重平均（割）

無回答

0 割

0 割超～2 割

2 割超～4 割

4 割超～6 割
裁量労働制

適用者の割合

主な労働時間
管理方法

プロジェクトチーム

件　数

１日

１週間

所定労働時間

平  均（分）

内訳

平  均（分）

内訳

タイムカードなどの利用

パソコンのログイン・ログオフ

自己申告

その他
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図表 17．プロジェクトマネージャの勤務状況 

 
 

 こうしたプロジェクトマネージャの勤務状況を取引構造のポジション別に

確認すると（図表 18）、注目すべき傾向はみられない。 

 

図表 18．プロジェクトマネージャの勤務状況（クロス分析） 

 

 

③労働時間の状況 

全体の傾向 

 図表 19 は「プロジェクトマネジメントを担当していた時のプロジェクト

マネージャとプロジェクトメンバー（派遣社員を除く）の 1 日の平均的な労

働時間と 1 日の最長の労働時間」をみたものである。プロジェクトマネージ

ャの平均的な労働時間は平均 544.51 分（約 9 時間 4 分）、最長労働時間は平

均 777.19 分（約 12 時間 57 分）、プロジェクトメンバーの平均的な労働時間

は平均 533.15 分（約 8 時間 53 分）、最長労働時間は平均 757.03 分（約 12

時間 37 分）である。これら労働時間の構成比を確認すると、平均的な労働

時間ではプロジェクトマネージャは「9 時間超 10 時間以内」（32.9％）が、

プロジェクトメンバーは「8 時間超 9 時間以内」（35.1％）が多い。最長労働

時間ではプロジェクトマネージャ、プロジェクトメンバーとも「10 時間超

12 時間以内」(同 34.6％、同 36.4％)と「12 時間超 15 時間以内」（同 31.6％、

構成比
（単位：％）

231

26.39

31.23

18.65

16.33

7.40

2.14

0 本 37.2
1 ～2 本 30.3
3 ～5 本 25.1
6 本以上 6.9
無回答 0.4

労働時間の構成比

プロジェクト兼務本数

件　　数

顧客対応

プロジェクト管理

開発業務

社内業務

その他

平  均（本）

内訳

プロジェクト
兼務本数

顧
客
対
応

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
管
理

開
発
業
務

社
内
業
務

そ
の
他

平
 
 

均

（
本

）

231 26.39 31.23 18.65 16.33 7.40 2.14

元請 140 25.57 31.64 17.75 17.14 7.89 2.24

下請 91 27.64 30.60 20.02 15.09 6.65 1.99

労働時間の構成比
（単位：％）

件
　
数

全  体

取引構造の
ポジション
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同 29.0％）が多くなる。 

 

図表 19．1 日の労働時間 

 

プロジェクトマネジメントの状況との関連 

 こうした労働時間の状況を長時間労働の発生に関連する①プロジェクトマ

ネジメントの状況、②経営方針、③組織風土の 3 つの視点から確認する。図

表 20 は 3 つの視点に関わる設問を変数にプロジェクトマネージャとプロジ

ェクトメンバーの平均的な労働時間と最長労働時間をクロス分析した結果で

ある。 

 プロジェクトマネジメントの状況との関連では、プロジェクト特性（「大規

模すぎる案件」「プロジェクトの途中で仕様変更の依頼があること」など）が

「当てはまる」と「当てはまらない」に分けた場合に労働時間に差がみられ

るかを分析した結果、つぎの 2 点の特徴がみられる。 

 第 1 に、プロジェクトマネジメントの各フェーズの各特性を見ると、「当

てはまる」は「当てはまらない」よりおおむね労働時間が長い。とりわけ最

長労働時間については全ての特性で「当てはまる」の値が長い。それに対し、

ルール・条件の各特性ではプロジェクトメンバーの「当てはまらない」の平

均的な労働時間が「当てはまる」の時間に比べて長い。 

 第 2 に「当てはまる」と「当てはまらない」の値の差を分析した「時間差」

の値は、平均的な労働時間よりも最長労働時間で大きくなっている（算出方

法は同図表の注を参照のこと）。 

 つぎにフェーズごとに平均的な労働時間及び最長労働時間のそれぞれの

「時間差」の傾向を確認すると以下の通りである。 

①契約・発注ではプロジェクトマネージャーの平均的な労働時間と最長労

働時間の両方とも「採算を度外視して充注した案件」の時間差の値が大

きく、これに加えて「大規模過ぎる案件」と「過小な工数（見積もり）」

で最長労働時間の時間差は大きい。プロジェクトメンバーについても同

（単位：％）
件
　
数

平
 
 

均

（
分

）

8
 

時
間
以
内

8
 

時
間
超
9
 

時
間
以
内

9
 

時
間
超
1
0
時
間
以
内

1
0
時
間
超
1
2
時
間
以
内

1
2
時
間
超
1
5
時
間
以
内

1
5
時
間
超
2
0
時
間
以
内

2
0
時
間
超

無
回
答

平均労働時間 231 544.51 24.7 21.2 32.9 16.9 0.9 - - 3.5
最長労働時間 231 777.19 4.3 3.9 7.8 34.6 31.6 11.7 3.9 2.2
平均労働時間 231 533.15 27.3 35.1 27.3 7.8 0.4 - - 2.2
最長労働時間 231 757.03 3.5 5.6 11.7 36.4 29.0 8.2 3.9 1.7

プロジェクト
マネージャ
プロジェクト

メンバー

平均的な労働時間 

平均的な労働時間 
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じ傾向が確認できる。 

②プロジェクト編成ではプロジェクトマネージャの平均的な労働時間の

時間差は「社内の人員が十分に投入されないこと」「プロジェクトメン

バーの能力や経験が不足していること」「プロジェクトマネージャの能

力や経験が不足していること」で、最長労働時間の時間差は「プロジェ

クトメンバー間の協力体制ができていないこと」で大きくなっている。

この傾向はプロジェクトメンバーの平均的な労働時間（「プロジェクト

マネージャの能力や経験が不足していること」を除く）と最長労働時間

の時間差でもみられる。 

③発注者との関係ではプロジェクトマネージャの平均的な労働時間の時

間差は「プロジェクトの途中で仕様変更の依頼があること」で、最長労

働時間の時間差は「発注者とのコミュニケーションがうまくいかないこ

と」で大きくなり、こうした傾向はプロジェクトメンバーでもみられる。 

④トラブル対応ではプロジェクトマネージャの平均的な労働時間の時間

差は「トラブル対応策や解決案の合意が遅れること」「カットオーバー

の際の品質やセキュリティのトラブル」で大きく、最長労働時間の時間

差ではこれらに加え「発生したトラブルへの初期対応が遅れること」も

大きい。これに対しプロジェクトメンバーの平均的な労働時間の時間差

は「トラブル対応策や解決案の合意が遅れること」で、最長労働時間の

時間差は「発生したトラブルへの初期対応が遅れること」「カットオー

バーの際の品質やセキュリティのトラブル」でそれぞれ大きい。 

⑤ルール・条件では、プロジェクトマネージャとプロジェクトメンバーの

最長労働時間の時間差が「自社の開発標準・フレームワークが決まって

いないこと」で大きい。 

 

経営方針および組織風土との関連 

 第 1 に経営方針との関連では、方針ごとにＡタイプとＢタイプで労働時間

に差がみられるかを分析した結果である。プロジェクトマネージャとプロジ

ェクトメンバーの最長労働時間は各経営方針とも「Ａタイプ」で長くなるの

に対し、プロジェクトマネージャとプロジェクトメンバーの平均的な労働時

間は経営方針によって異なる 

 第 2 に組織風土の特性との関連では、各組織風土が「当てはまる」と「当

てはまらない」に分けた場合に労働時間に差がみられるかを分析した結果で

ある。プロジェクトマネージャで各組織風土とも「当てはまる」の平均的な

労働時間と最長労働時間が短いのに対し、プロジェクトメンバーの平均的な

労働時間と最長労働時間は組織風土によって異なる。 
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図表 19．1日の労働時間（クロス分析） 

 
（注）時間差：「当てはまる（Ａタイプ、ある）」－「当てはまらない（Ｂタイプ、ない）」。図表中の網掛けについて、プロジェクトマネジメントの状況と経営方針は労働時間が長いことと、組織風

土は労働時間は短いことを示す。 

(単位：時間）

当てはま
る

当てはま
らない

当てはま
る

当てはま
らない

時間差
当てはま

る
当てはま
らない

時間差
当てはま

る
当てはま
らない

時間差
当てはま

る
当てはま
らない

時間差

大規模すぎる案件 89 142 569.28 528.98 40.30 872.13 717.68 154.45 561.01 515.69 45.32 851.85 697.61 154.24

会社として実績のない案件 80 151 567.75 532.19 35.56 843.63 741.99 101.64 547.29 525.66 21.63 799.31 734.64 64.67

会社として不得意・経験不足の案件 65 166 571.71 533.86 37.85 854.38 746.96 107.42 558.20 523.34 34.86 815.08 734.31 80.77

採算を度外視して受注した案件 24 207 607.13 537.25 69.88 960.63 755.92 204.71 574.58 528.35 46.23 950.00 734.66 215.34

不明確な仕様 95 136 568.80 527.54 41.26 849.32 726.80 122.52 551.11 520.61 30.50 826.58 708.46 118.12

仕様以上の過剰品質 53 178 580.85 533.69 47.16 876.79 747.53 129.26 574.34 520.89 53.45 843.11 731.40 111.71

過小な工数（見積もり） 61 170 575.74 533.30 42.44 898.36 733.71 164.65 558.44 524.08 34.36 883.52 711.65 171.87

短すぎるプロジェクト期間 78 153 556.49 538.40 18.09 850.96 739.58 111.38 558.82 520.07 38.75 852.31 708.46 143.85

社内の人員が十分に投入されないこと 89 142 585.18 519.01 66.17 887.75 707.89 179.86 568.71 510.87 57.84 850.62 698.38 152.24

協力会社の要員を必要なだけ確保できないこと 59 172 581.27 531.90 49.37 902.80 734.10 168.70 564.24 522.49 41.75 881.69 714.27 167.42

あなたの能力や経験が不足していること 57 174 583.00 531.90 51.10 871.23 746.38 124.85 550.05 527.61 22.44 832.46 732.33 100.13

プロジェクトメンバーの能力や経験が不足していること 90 141 576.29 524.22 52.07 864.56 721.42 143.14 564.39 513.21 51.18 848.00 698.97 149.03

プロジェクトメンバーの仕事の状況を把握できていないこと 25 206 555.00 543.23 11.77 913.20 760.68 152.52 515.40 535.31 -19.91 798.60 751.99 46.61

プロジェクトメンバー間の協力体制ができていないこと 33 198 577.27 539.05 38.22 970.91 744.90 226.01 548.64 530.57 18.07 912.27 731.16 181.11

プロジェクトのゴール設定がうまくいかないこと 34 197 540.44 545.21 -4.77 867.35 761.62 105.73 525.00 534.56 -9.56 800.29 749.57 50.72

業務のスケジュール管理がうまくいかないこと 44 187 545.80 544.20 1.60 885.80 751.63 134.17 521.93 535.79 -13.86 857.39 733.42 123.97

発注者とのコミュニケーションがうまくいかないこと 30 201 550.00 543.69 6.31 929.00 754.53 174.47 550.50 530.56 19.94 876.50 739.20 137.30

開発準備等の仕事の仕方があっていないこと 39 192 565.13 540.32 24.81 898.46 752.55 145.91 533.21 533.14 0.07 803.85 747.53 56.32

発注者側の協力が得られないこと 40 191 571.63 538.83 32.80 915.38 748.25 167.13 545.88 530.49 15.39 832.88 741.15 91.73

発注者側の意思疎通ができていないこと 71 160 563.03 536.29 26.74 853.52 743.31 110.21 540.70 529.80 10.90 822.46 728.00 94.46

プロジェクトの途中で仕様変更の依頼があること 121 110 563.15 524.00 39.15 829.92 719.18 110.74 545.52 519.55 25.97 798.26 711.68 86.58

大元の発注者が仕様変更したこと 95 136 543.48 545.22 -1.74 812.11 752.79 59.32 535.74 531.35 4.39 785.11 737.43 47.68

発注者の担当者・組織変更により支障をきたすこと 48 183 568.13 538.31 29.82 881.88 749.73 132.15 550.42 528.62 21.80 855.00 731.34 123.66

発生したトラブルへの初期対応が遅れること 49 182 554.69 541.76 12.93 890.82 746.59 144.23 548.88 528.92 19.96 868.78 726.95 141.83

トラブルの対応策や解決案の合意が遅れること 43 188 577.67 536.92 40.75 894.42 750.37 144.05 555.00 528.15 26.85 821.86 742.21 79.65

カットオーバーの際の品質やセキュリティのトラブル 46 185 577.72 536.25 41.47 895.87 747.68 148.19 542.67 530.78 11.89 854.13 732.89 121.24

トラブルに会社が組織的な対応を十分に行わないこと 37 194 575.68 538.56 37.12 882.97 757.01 125.96 542.84 531.30 11.54 806.76 747.55 59.21

検収条件が明確にされないこと 28 203 546.43 544.24 2.19 834.64 769.26 65.38 513.39 535.88 -22.49 776.79 754.31 22.48

自社の開発標準・フレームワークが決まっていないこと 31 200 545.65 544.33 1.32 864.35 763.68 100.67 532.74 533.22 -0.48 828.87 745.90 82.97

自社の仕様変更のルールが決まっていないこと 23 208 551.30 543.75 7.55 843.48 769.86 73.62 519.13 534.70 -15.57 770.87 755.50 15.37

Aタイプ Bタイプ Aタイプ Bタイプ 時間差 Aタイプ Bタイプ 時間差 Aタイプ Bタイプ 時間差 Aタイプ Bタイプ 時間差

受注の基本方針（Ａ：低効果でも受注、Ｂ：低効果非受注） 137 94 554.09 530.54 23.55 790.47 757.82 32.65 536.88 527.71 9.17 768.87 739.79 29.08

対価受取方針（Ａ：人月・工数、Ｂ：サービスプロダクト価値） 198 33 544.14 546.70 -2.56 779.95 760.61 19.34 533.15 533.18 -0.03 758.81 746.36 12.45

業務推進方針（Ａ：売上・利益追求優先／Ｂ：働き方改革推進優先） 131 100 544.54 544.46 0.08 785.46 766.35 19.11 531.87 534.83 -2.96 757.82 756.00 1.82

当てはま
る

当てはま
らない

当てはま
る

当てはま
らない

時間差
当てはま

る
当てはま
らない

時間差
当てはま

る
当てはま
らない

時間差
当てはま

る
当てはま
らない

時間差

仕事の進め方に関して、個々人に裁量が与えられる 203 28 539.02 584.29 -45.27 766.80 852.50 -85.70 532.01 541.43 -9.42 754.36 776.43 -22.07
フレキシブルな働き方が許される 129 102 527.29 566.28 -38.99 765.47 792.01 -26.54 531.46 535.29 -3.83 765.93 745.78 20.15
部下と上司の上下関係の風通しが良い 197 34 541.07 564.41 -23.34 770.91 813.53 -42.62 533.62 530.44 3.18 757.34 755.29 2.05
社員同士、お互いの情報が共有されている 168 63 541.17 553.41 -12.24 776.10 780.08 -3.98 542.26 508.86 33.40 775.18 708.65 66.53
社員同士、お互いに助け合う 184 47 541.83 555.00 -13.17 759.73 845.53 -85.80 533.34 532.40 0.94 753.26 771.81 -18.55

組織風土

トラブル対応

ルール・条件

経営方針

契約・発注

プロジェクト編成

発注者との関係

プロジェクト
マネジメントの状況

有効回答数
N=231

プロジェクトマネージャ プロジェクトメンバー

平均労働時間
（全体平均：544.51時間）

最長労働時間
（全体平均：777.19時間）

平均労働時間
（全体平均：533.15時間）

最長労働時間
（全体平均：757.03時間）

平均的な労働時間 平均的な労働時間 
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④80 時間超残業時間の回数と休日出勤と有給休暇の取得の状況 

 プロジェクト期間中に 1 ヶ月当たりの残業時間が 80 時間を超えた平均回数は、プ

ロジェクトマネージャが 1.31 回、プロジェクトメンバーが 1.41 回である（図表 21）。

また、プロジェクトマネージャによって担当するプロジェクト期間は異なるため、プ

ロジェクト期間を 1 年間に統一して算出した年間平均はプロジェクトマネージャは

「1.0 回」、プロジェクトメンバーは「0.9 回」になる（算出方法は同図表の注を参照）

1。 

 労働時間以外の休日出勤と有給休暇取得の状況について、休日出勤はプロジェクト

マネージャ、プロジェクトメンバーとも「ほとんど休日出勤はしていない」（プロジェ

クトマネージャ：47.2％、プロジェクトメンバー：55.4％）が 5 割前後を占めて最も

多く、これに「たまに休日出勤していた」（同 39.0％、同 37.2％）が続いている。 

 有給休暇の取得状況について、プロジェクトマネージャ、プロジェクトメンバーと

も「たまに取得していた」（プロジェクトマネージャ：53.2％、プロジェクトメンバー：

66.7％）の回答が最も多く、これに「ほとんど取得しなかった」（同 35.5％、同 18.2％）

がついでいる。 

 

図表 21．1ヶ月当たり80時間超えた残業時間の回数と休日出勤と有給休暇の取得の状況 

 
（注 1）「年間平均」の算出方法はつぎの通り。「プロジェクトマネージャ（プロジェクトメンバー）の 80 時間超残

業時間回数｣÷｢プロジェクト期間｣×12 
（注 1）1 ヶ月当たり 80 時間超えた残業時間の回数について、調査票では「プロジェクトマネジメントを担当して

いた時の、(a)あなたと(b)自社のプロジェクトメンバーの 1 ヶ月当たりの残業時間（所定外労働時間）が 80
時間を超えた回数をお答えください(80 時間を超えたことがない場合は「0」をご記入ください。）」と尋ね

ている。 
 

 こうした結果を取引構造のポジション別に確認すると、プロジェクトメンバーのプ

ロジェクト期間における 1 ヶ月当たりの 80 時間超の残業時間回数で元請の回数が大

きいことが確認できる（図表 22）。 

 

                                            
1 プロジェクト期間中に 1 ヶ月当たり 80 時間を超えた残業時間の回数が 1 回あった場合、プロジ

ェクト期間が長いプロジェクト（例えば、2 年間）と短いプロジェクト（例えば、半年間）では、

回数の意味が異なることが考えられる。そこで、プロジェクト期間の長さを統一（1 年間）した場

合の回数を算出した。 
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図表 22．1ヶ月当たり 80時間超えた残業時間の回数と休日出勤と有給休暇の取得の状況（クロス分析） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）指数：「ほとんど休日出勤していた（ほどんど取得していた）」4 点、「よく休日出勤していた（よく取得して

いた）」3 点、「たまに休日出勤していた（たまに取得していた）」2 点、「ほとんど休日出勤していない（ほ

とんど取得していない）」1 点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）で除した。指数の値が大きいほ

ど、休日出勤していた（有給休暇を取得していた）ことを示す。 

 

（５）プロジェクト・マネジメントの状況 

 本項では、プロジェクトマネージャが担当したプロジェクトのマネジメント状況に

ついて、①発注者との契約段階、②提案・契約段時③プロジェクト編成、④発注者と

のコミュニケーション、⑤トラブル対応とルール・条件の 5 つの視点にわけて確認す

る。 

 

①発注者との契約交渉段階における勤務先の意見の反映度 

 プロジェクトの発注者との契約交渉段階で会社の意見が「通った」と回答する割合

は 3 割（30.7％）で、これに「やや通った」（57.1％）の回答率を加えると、契約内容

に会社側の意見が反映された割合が 9 割弱にのぼる（図表 23）。 

 

図表 23．発注者との契約交渉段階における勤務先の意見の反映度 

 
 

②提案・契約 

 図表 24 はマネジメントしたプロジェクトの提案・契約の状況について、同図表に

示す特性にどの程度該当しているかを整理したものである。「当てはまる」と「どちら

かというと当てはまる」の合計比率を注目してもらいたい。担当したプロジェクトが

「不明確な仕様」に該当する回答が 4 割強（合計比率 41.1％）で、これに「大規模過

構成比
（単位：％）
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ぎる案件」（同 38.5％）が続いている。これに対し「採算を度外視して受注した案件」

（同 10.4％）は少ない。 

 また、こうした提案・契約したプロジェクトの特性が長時間労働の発生につながる

かどうかについて、プロジェクトマネージャの意見の多くは肯定的である。同図表の

「つながると思う」と「どちらかというとつながると思う」の合計比率をみると、い

ずれの特性も 6 割以上を占めており、なかでも「不明確な仕様」の回答が 8 割近くに

のぼる（合計比率 77.9％）。 

 

図表 24．契約・提案内容の該当状況と長時間労働発生への影響 

 

 

 こうした結果を得点化した指数（算出方法は図表 25 の注を参照）をもとに取引構

造のポジション別に確認すると、「短すぎるプロジェクト期間」で下請の指数の値が大

きく、短期間のプロジェクトが元請に比べ多いことがうかがえる。 

 

図表 25．契約・提案内容の該当状況と長時間労働発生への影響（クロス分析・指数） 

 
（注）指数：「当てはまる（つながると思う）」4 点、「どちらかというと当てはまる（どちらかというとつながると

思う）」3 点、「どちらかというと当てはまらない（どちらかというとつながらないと思う）」2 点、「当ては

まらない（つながらないと思う）」1 点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）で除した。指数の値が

大きいほど、当てはまる（つながると思う）ことを示す。 

 

③プロジェクト編成 

 図表 26 はプロジェクト編成時の状況について、同図表に示す特性にどの程度該当
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しているかを整理したものである。「当てはまる」と「どちらかというと当てはまる」

の合計比率をみると、「プロジェクトメンバーの能力や経験が不足していたこと」（合

計比率 39.0％）と「社内の人員が十分に投入されていないこと」（合計比率 38.5％）

にそれぞれ該当する回答が 4 割弱にのぼり、プロジェクトメンバーの人数と能力が十

分でなかったことがうかがえる。それらに比べるとプロジェクトマネージャー自身が

「プロジェクトメンバーの仕事の状況を把握できていないこと」の回答（同 10.4％）

は少ない。 

 また、プロジェクト編成にみられるこうした状況が長時間労働の発生につながるか

どうかについて、プロジェクトマネージャの意見の多くは提案・契約段階の特性と同

じように肯定的である。同図表の「つながると思う」と「どちらかというとつながる

と思う」の合計比率をみると、いずれの特性も 6 割以上を占めており、なかでも「プ

ロジェクトメンバーの能力や経験が不足していたこと」（合計比率 79.2％）と「社内

の人員が十分に投入されていないこと」（同 78.4％）の回答が 8 割近い水準にある。 

 

図表 26．プロジェクト編成の該当状況と長時間労働発生への影響 

 

 

 こうした結果を得点化した指数（算出方法は図表 27 の注を参照）をもとに取引構

造のポジション別にみると、勤務先の取引構造のポジションの違いによる注目すべき

傾向がみられない。 
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図表 27．プロジェクト編成の該当状況と長時間労働発生への影響（クロス分析・指数） 

 
（注）指数：「当てはまる（つながると思う）」4 点、「どちらかというと当てはまる（どちらかというとつながると

思う）」3 点、「どちらかというと当てはまらない（どちらかというとつながらないと思う）」2 点、「当ては

まらない（つながらないと思う）」1 点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）で除した。指数の値が

大きいほど、当てはまる（つながると思う）ことを示す。 

 

④発注者とのコミュニケーション状況 

 図表 28 は発注者とのコミュニケーションの状況について、同図表に示す特性にど

の程度該当しているかを整理したものである。「当てはまる」と「どちらかというと当

てはまる」の合計比率をみてもらいたい。「プロジェクトの途中で仕様変更の依頼があ

ること」の回答が半数（合計比率 52.4％）を超え、「大元の発注者が仕様変更したこ

と」（同 41.1％）がこれについでいる。 

 また、こうした発注者とのコミュニケーション状況が長時間労働の発生につながる

かどうかについて、プロジェクトマネージャの意見の多くは肯定的である。同図表の

「つながると思う」と「どちらかというとつながると思う」の合計比率をみると、い

ずれの特性の回答も半数以上に達しており、なかでも「プロジェクトの途中で仕様変

更の依頼があること」（合計比率 76.2％）、「大元の発注者が仕様変更したこと」（同

74.5％）、「発注者側の意思疎通ができていないこと」（同 72.3％）の回答が 7 割を超

えている。 

 

図表 28．発注者とのコミュニケーションの該当状況と長時間労働発生への影響 

 
 

 

 こうした結果を得点化した指数（算出方法は図表 29 の注を参照）をもとに取引構
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造のポジション別にみると、「大元の発注者が仕様変更したこと」で下請の指数の値が

大きく、大元の発注者からの仕様変更が元請に比べて多かったことがうかがえる。 

 

図表 29．発注者とのコミュニケーションの該当状況と長時間労働発生への影響（クロス分析・指数） 

 
（注）指数：「当てはまる（つながると思う）」4 点、「どちらかというと当てはまる（どちらかというとつながると

思う）」3 点、「どちらかというと当てはまらない（どちらかというとつながらないと思う）」2 点、「当ては

まらない（つながらないと思う）」1 点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）で除した。指数の値が

大きいほど、当てはまる（つながると思う）ことを示す。 

 

⑤トラブル対応とルール・条件の状況 

 図表 30 はトラブル対応とルール・条件の状況について、同図表に示す特性にどの

程度該当しているかを整理したものである。「当てはまる」と「どちらかというと当て

はまる」の合計比率を着目してもらいたい。トラブル対応では 4 項目が 2 割前後の、

ルール・条件では 3 項目が 1 割強の水準にあり、プロジェクトマネージャが担当した

プロジェクトに該当する回答が少ない。 

 また、こうしたトラブル対応とルール・条件の状況が長時間労働の発生につながる

かどうかについて、プロジェクトマネージャの意見に違いがみられている。同図表の

「つながると思う」と「どちらかというとつながると思う」の合計比率をみると、ト

ラブル対応では、いずれの項目も 6 割以上でおり、なかでも「発生したプロジェクト

への初期対応が遅れること」（合計比率 71.4％）、「カットオーバーの際の品質やセキ

ュリティのトラブル」（同 71.0％）の回答が 7 割を超えている。これに対して、ルー

ル・条件では 3 項目とも 5 割強の水準にある。 
（注）カットオーバー：情報システムの開発が完了し本番環境で稼働を開始すること。 
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図表 30．トラブル対応とルール・条件の該当状況と長時間労働発生への影響 

 

 

 こうした結果を得点化した指数（算出方法は図表 31 の注を参照）をもとに取引構

造のポジション別に確認すると、勤務先の取引構造のポジションの違いによる注目す

べき傾向がみられない。 

 

図表 31．トラブル対応とルール・条件の該当状況と長時間労働発生への影響（クロス分析・指数） 

 
（注）指数：「当てはまる（つながると思う）」4 点、「どちらかというと当てはまる（どちらかというとつながると

思う）」3 点、「どちらかというと当てはまらない（どちらかというとつながらないと思う）」2 点、「当ては

まらない（つながらないと思う）」1 点とし、その総和を有効回答数（件数－無回答）で除した。指数の値が

大きいほど、当てはまる（つながると思う）ことを示す。 
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